平成２９年度　社会福祉法人指導監査調書
	作 成 日
	平成　　年　　月　　日

	決 裁 者
	
	印

	作 成 者
	
	印


１　法　人　の　概　況

（１）主な概況

	（ふ　り　が　な）

法　　人　　名
	
	（ふりがな）

理事長の氏名
	

	主たる事務所
の所在地
	〒  　-　 　 　


	電話番号
	（　　　）

	
	
	ﾌｧｸｼﾐﾘ番号
	（　　　）

	
	
	Eﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ
	

	法人設立認可
年月日番号
	昭和 ・ 平成　　年　　月　　日

鳥取県(指令)　第　　　　　号
	法人設立
登記年月日
	昭和 
平成　　年　　月　　日

	


（２）指導監査における指摘事項の改善状況

ア　前回指導監査文書指摘事項　（前回指導監査年月日　　平成　　年　　月　　日）
	指摘事項
	改善状況報告における是正又は改善状況
	現在の状況

	
	
	

	
	
	

	
	
	


　　イ　前々回指導監査文書指摘事項　（前々回指導監査年月日　　平成　　年　　月　　日）
	指摘事項
	改善状況報告における是正又は改善状況
	現在の状況

	
	
	

	
	
	

	
	
	


	指摘事項
	対応状況・現在の状況

	
	

	
	

	
	


ウ　前回指導監査口頭指摘・助言事項　（前回指導監査年月日　　平成　　年　　月　　日）
注）１　「指摘事項」欄及び「改善状況報告における是正又は改善状況」欄は、県又は市に提出した改善状況報告書の内容を転記すること。

　　 ２　「現在の状況」欄は、改善状況報告書提出後の現在の状況を記載するとともに、未改善の場合は、その理由を記入すること。
（３）定款変更の状況
	理事会（評議員会）の議決日
	平成　　年　　月　　日
	平成　　年　　月　　日
	平成　　年　　月　　日

	定款変更認可

申請（届出）年月日
	平成　　年　　月　　日
	平成　　年　　月　　日
	平成　　年　　月　　日

	定款変更
認可日

	米子市（鳥取県）
第　　　　号認可（届出）

平成　　年　　月　　日
	米子市(鳥取県)
第　　　　号認可(届出)
平成　　年　　月　　日
	米子市（鳥取県）

第　　　　号認可(届出)
平成　　年　　月　　日

	主な変更内容
	
	
	


　　注）１．平成２８年度以降の変更を記載すること。平成２８年度以降に変更がない場合は、最終の変更に
ついて記入すること。
　　　　２．平成２９年４月１日以降は評議員会の議決日を記入すること。
　　　　

（４）評議員・理事・監事等の状況（平成２９年　　月　　日現在）※監査調書を提出する時点で在任している者を記入すること。
①評議員　　定数：　　　　名　現員：　　　　名

欠員：　　　　名　（欠員期間　平成　　年　　月　　日から平成　　年　　月　　日まで）

（欠員が生じた理由　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	氏名
	職業
	任期
	他の法人役員等との兼任の有無

※有の場合具体的な法人名、職名

	
	
	自
	平成　年　月　日
	有・無

（　　　　　　　　　　　　　　）

	
	
	至
	平成　年　月
	

	
	
	自
	　　平成　年　月　日
	有・無

（　　　　　　　　　　　　　　）

	
	
	至　　　　　　　
	平成　年　月
	

	
	
	自
	平成　年　月　日
	有・無

（　　　　　　　　　　　　　　）

	
	
	至
	平成　年　月
	

	
	
	自
	平成　年　月　日
	有・無

（　　　　　　　　　　　　　　）

	
	
	至
	平成　年　月
	

	
	
	自
	平成　年　月　日
	有・無

（　　　　　　　　　　　　　　）

	
	
	至
	平成　年　月
	

	
	
	自
	平成　年　月　日
	有・無

（　　　　　　　　　　　　　　）

	
	
	至
	平成　年　月
	

	
	
	自
	平成　年　月　日
	有・無

（　　　　　　　　　　　　　　）

	
	
	至
	平成　年　月
	


①－２　評議員の選任（解任）方法　　①評議員選任・解任委員会による※該当の場合は①－３に必要事項を記入すること。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　②その他（具体的な方法：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
①－３　評議員選任・解任委員　　　　定数：　　　　名　現員：　　　名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　欠員：　　　　名（欠員期間　平成　　年　　月　　日から平成　　年　　月　　日まで）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（欠員が生じた理由　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	氏名
	職業
	要件

（該当するものに○）
	評議員選任・解任委員会の出欠

（平成２８年４月１日から調書提出日までの間に開催されたもの）

	
	
	
	平成  年  月  日
	平成  年  月  日
	平成  年  月  日

	
	
	事務局・監事・外部委員
	
	
	

	
	
	事務局・監事・外部委員
	
	
	

	
	
	事務局・監事・外部委員
	
	
	


②理事　　定数：　　　　名　現員：　　　　名

欠員：　　　　名（欠員期間　平成　　年　　月　　日から平成　　年　　月　　日まで）

　　　　　　　　　　　　　（欠員が生じた理由　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	氏名
	職業
	任期
	他の法人役員等との兼任の有無

※有の場合具体的な法人名、職名
	要件
	特殊関係人の有無
※有の場合該当者氏名と関係性

	
	
	自
	平成　年　月　日
	有・無
（　　　　　　　　　　　　　　）
	
	有・無
（　　　　　　　　　　　　）

	
	
	至
	平成　年　月
	
	
	

	
	
	自
	平成　年　月　日
	有・無
（　　　　　　　　　　　　　　）
	
	有・無
（　　　　　　　　　　　　）

	
	
	至
	平成　年　月
	
	
	

	
	
	自
	平成　年　月　日
	有・無
（　　　　　　　　　　　　　　）
	
	有・無
（　　　　　　　　　　　　）

	
	
	至
	平成　年　月
	
	
	

	
	
	自
	平成　年　月　日
	有・無
（　　　　　　　　　　　　　　）
	
	有・無
（　　　　　　　　　　　　）

	
	
	至
	平成　年　月
	
	
	

	
	
	自
	平成　年　月　日
	有・無
（　　　　　　　　　　　　　　）
	
	有・無
（　　　　　　　　　　　　）

	
	
	至
	平成　年　月
	
	
	

	
	
	自
	平成　年　月　日
	有・無
（　　　　　　　　　　　　　　）
	
	有・無
（　　　　　　　　　　　　）

	
	
	至
	平成　年　月
	
	
	


③監事　　定数：　　　　名　現員：　　　　名

欠員：　　　　名　（欠員期間　平成　　年　　月　　日から平成　　年　　月　　日まで）

　　　　　　　　　（欠員が生じた理由　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	氏名
	職業
	任期
	他の法人役員等又は職員との兼任
※有の場合具体的な法人名、職名
	要件

	
	
	自
	平成　年　月　日
	有・無

（　　　　　　　　　　　　　　）
	

	
	
	至
	平成　年　月
	
	

	
	
	自
	平成　年　月　日
	有・無

（　　　　　　　　　　　　　　）
	

	
	
	至
	平成　年　月
	
	


注）１．任期の終期については、定款に記載された定時評議員会の開催予定月を記載すること。月単位で記載していない等の理由により開催予定月が不明な場合は、下記の例のように記載すること。
　　【例】平成２９年４月１日から平成３２年度会計にかかる定時評議員会の終結時までが任期の場合　自：平成２９年４月１日　至：平成３３年６月

　　２．「他の法人役員等」とは、社会福祉法人を含む他の法人の取締役、執行役、監査役、理事、監事等法人の経営に従事している者を指す。（評議員は含まれない）
　　
３．理事、監事の要件についてはそれぞれ以下に掲げるものから該当するものを選択しその記号を記載すること。

　　【理事の要件】

　　ア　社会福祉事業の経営に関する識見を有する者
　　イ　社会福祉法人が行う事業の区域における福祉に関する実情に通じている者

　　ウ　社会福祉法人が施設を経営している場合にあっては、当該施設の管理者

　　　※施設とは第一種社会福祉事業の経営のために設置した施設を指すが、保育所、就労移行支援事業所、就労継続支援事業所等が法人の経営する事業の中核である場合は同様に取り扱う。

　【監事の要件】

　　ア　社会福祉事業について識見を有する者

　　イ　財務管理について識見を有する者

４．各評議員又は各役員と特殊の関係にある者の範囲は次のとおりである。

　　①配偶者

　　②三親等内の親族

　　③厚生労働省令で定める者（社会福祉法施行規則第２条の７、第２条の８より）

　　　ⅰ　当該評議員又は理事と婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者

　　　ⅱ　当該評議員又は理事の使用人

　　　ⅲ　当該評議員又は理事から受ける金銭その他の財産によって生計を維持している者

　　　ⅳ　ⅱ又はⅲの配偶者

　　　ⅴ　ⅰ～ⅲの三親等内の親族であって、これらの者と生計を一にするもの

　　　ⅵ　当該評議員又は理事が役員（※）若しくは業務を執行する他の同一の社会福祉法人以外の団体の役員、業務を執行する社員又は職員（同一の団体の役員等が当該社会福祉法人の理事の総数の３分の１を超える場合に限る。） 
　　　　　※法人ではない団体で代表者又は管理人の定めがある場合には、その代表者又は管理人を含む。

　　　ⅶ　他の社会福祉法人の役員又は職員（当該他の社会福祉法人の評議員となっている当該社会福祉法人の評議員及び役員の合計数が、当該他の社会福祉法人の評議員の総数の半数を超える場合に限る。）

　　　ⅷ　次の団体の職員(国会議員又は地方議会の議員を除く。)（同一の団体の職員が当該社会福祉法人の評議員の総数の３分の１を超える場合に限る。）

　　　　　・国の機関、地方公共団体、独立行政法人、国立大学法人、大学共同利用機関法人、地方独立行政法人、特殊法人
２　法人内の貸付金（借入金）の状況　（平成２８年度末） 
  （１）事業区分間の貸付金（借入金）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成２９年３月３１日現在）
	
	貸付元
	
	
	
	
	

	
	貸付先
	
	
	
	
	

	
	長期・短期
	
	
	
	
	

	
	資金異動年月日
	年　　月　　日
	年　　月　　日
	年　　月　　日
	年　　月　　日
	年　　月　　日

	
	資金異動(貸付）額
(A)
	円
	円
	円
	円
	円

	
	資金異動(貸付）の理由、目的


	
	
	
	
	

	
	使途の内訳・金額 (B)  （A=B）
	円
	円
	円
	円
	円

	
	
	事
務
費

	人　件　費
	円
	円
	円
	円
	円

	
	
	
	事　務　費
	円
	円
	円
	円
	円

	
	
	
	
	
	円
	円
	円
	円
	円

	
	
	
	
	
	円
	円
	円
	円
	円

	
	
	事務
費
外
	
	円
	円
	円
	円
	円

	
	
	
	
	円
	円
	円
	円
	円

	
	
	
	
	円
	円
	円
	円
	円

	
	
	
	
	円
	円
	円
	円
	円

	
	年度内に返済が完了していない場合は、その理由

	
	
	
	
	

	
	清算(予定）年月日
	年　　月　　日
	年　　月　　日
	年　　月　　日
	年　　月　　日
	年　　月　　日


注）１　２８年度あるいは２７度以前の借入で清算が完了していないすべての借入金について記入すること。
　　２　２８年度末で貸付を清算していない場合、その金額及び具体的返済計画を記入すること。
　　３　事務費とは、「社会福祉法人会計基準の制定に伴う会計処理等に関する運用上の留意事項について｣（平成２８年１１月１１日付雇児総発1111第２号）の別添３において示されたものをいう。
（２）拠点区分間の貸付金（借入金）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成２９年３月３１日現在）
	
	貸付元
	
	
	
	
	

	
	貸付先
	
	
	
	
	

	
	長期・短期
	
	
	
	
	

	
	資金異動年月日
	年　　月　　日
	年　　月　　日
	年　　月　　日
	年　　月　　日
	年　　月　　日

	
	資金異動(貸付）額
(A)
	円
	円
	円
	円
	円

	
	資金異動(貸付）の理由、目的


	
	
	
	
	

	
	使途の内訳・金額 (B)  （A=B）
	円
	円
	円
	円
	円

	
	
	事
務
費

	人　件　費
	円
	円
	円
	円
	円

	
	
	
	事　務　費
	円
	円
	円
	円
	円

	
	
	
	
	
	円
	円
	円
	円
	円

	
	
	
	
	
	円
	円
	円
	円
	円

	
	
	事務
費
外
	
	円
	円
	円
	円
	円

	
	
	
	
	円
	円
	円
	円
	円

	
	
	
	
	円
	円
	円
	円
	円

	
	
	
	
	円
	円
	円
	円
	円

	
	年度内に返済が完了していない場合は、その理由


	
	
	
	
	

	
	清算(予定）年月日
	年　　月　　日
	年　　月　　日
	年　　月　　日
	年　　月　　日
	年　　月　　日


注）１　２８年度あるいは２７度以前の借入で清算が完了していないすべての借入金について記入すること。
　　２　２８年度末で貸付を清算していない場合、その金額及び具体的返済計画を記入すること。
　　３　事務費とは、「社会福祉法人会計基準の制定に伴う会計処理等に関する運用上の留意事項について｣（平成２８年１１月１１日付雇児総発1111第２号）の別添３において示されたものをいう。
（３）サービス区分間の貸付金（借入金）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成２９年３月３１日現在）
	
	貸付元
	
	
	
	
	

	
	貸付先
	
	
	
	
	

	
	長期・短期
	
	
	
	
	

	
	資金異動年月日
	年　　月　　日
	年　　月　　日
	年　　月　　日
	年　　月　　日
	年　　月　　日

	
	資金異動(貸付）額
(A)
	円
	円
	円
	円
	円

	
	資金異動(貸付）の理由、目的
	
	
	
	
	

	
	使途の内訳・金額 (B)  （A=B）
	円
	円
	円
	円
	円

	
	
	事
務
費

	人　件　費
	円
	円
	円
	円
	円

	
	
	
	事　務　費
	円
	円
	円
	円
	円

	
	
	
	
	
	円
	円
	円
	円
	円

	
	
	
	
	
	円
	円
	円
	円
	円

	
	
	事務
費
外
	
	円
	円
	円
	円
	円

	
	
	
	
	円
	円
	円
	円
	円

	
	
	
	
	円
	円
	円
	円
	円

	
	
	
	
	円
	円
	円
	円
	円

	
	年度内に返済が完了していない場合は、その理由


	
	
	
	
	

	
	清算(予定）年月日
	年　　月　　日
	年　　月　　日
	年　　月　　日
	年　　月　　日
	年　　月　　日


注）１　２８年度あるいは２７年度以前の借入で清算が完了していないすべての借入金について記入すること。
　　２　２８年度末で貸付を清算していない場合、その金額及び具体的返済計画を記入すること。
　　３　事務費とは、「社会福祉法人会計基準の制定に伴う会計処理等に関する運用上の留意事項について｣（平成２８年１１月１１日付雇児総発1111第２号）の別添３において示されたものをいう。
３　契約の状況（平成２８年度）
（１）一般競争入札
	工　　　事　　　名

（委託業務名・購入物

品名・リース物品名）
	
	
	

	予　定　価　格
（最　低　価　格）
	                　円
（　　　　　　　　円）
	                　円
（　　　　　　　　円）
	                　円
（　　　　　　　　円）

	落　札　価　格
	円
	　　　　　　　　　円
	　　　　　　　　　円

	落　札　業　者　名
	
	
	

	事　　業　　の　　財　　源
	国・県補助金
	                   円
	                   円 
	                   円 

	
	市町村補助金
	                   円
	                   円 
	                   円 

	
	民 間 助 成 金
	                   円
	                   円 
	                   円 

	
	福祉医療機構貸付金
	                   円
	                   円 
	                   円 

	
	その他借入れ
	                   円
	                   円 
	                   円 

	
	自　己　資　金
	                   円
	                   円 
	                   円 

	
	
	寄　　附　　金
	                   円
	                   円 
	                   円 

	
	
	本部経理区分等
	                   円
	                   円 
	                   円 

	
	
	そ　　の　　他
	                   円
	                   円 
	                   円 

	入　　札　　関　　係
	公　募　方　法
（　制　約　）
	（　　　　　　　　　）
	（　　　　　　　　　）
	（　　　　　　　　　）

	
	事　前　説　明
	年　　月　　日
	年　　月　　日
	年　　月　　日

	
	入　　札　　日
	年　　月　　日
	年　　月　　日
	年　　月　　日

	
	入札参加社数
	　社
	　　　　　　　　　　社
	　　　　　　　　　　社

	
	入札立会者氏名
（県の立会を含む）
	
	
	

	
	入 札 の
事前報告・
結果報告
	市
	年　　月　　日
年　　月　　日
	年　　月　　日

年　　月　　日
	年　　月　　日

年　　月　　日

	
	
	理事会
	年　　月　　日
年　　月　　日
	年　　月　　日

年　　月　　日
	年　　月　　日

年　　月　　日

	
	入札結果の開示


	有　 ・　 無
（場所　　　　　　　）
	有　 ・　 無

（場所　　　　　　　）
	有　 ・　 無

（場所　　　　　　　）


	契　　約　　・　　検　　査
	契 約 年 月 日
	年　　月　　日
	年　　月　　日
	年　　月　　日

	
	下請負の状況
	社
	社
	社

	
	工事着工（業務開始）
	年　　月　　日
	年　　月　　日
	年　　月　　日

	
	工事完成（業務終了）
	年　　月　　日
	年　　月　　日
	年　　月　　日

	
	検査
	中間検査
	実施年月日
	年　　月　　日
	年　　月　　日
	年　　月　　日

	
	
	
	実施者氏名
	
	
	

	
	
	完成検査
	実施年月日
	年　　月　　日
	年　　月　　日
	年　　月　　日

	
	
	
	実施者氏名
	
	
	

	
	県の検査
	中間検査
	実施年月日
	年　　月　　日
	年　　月　　日
	年　　月　　日

	
	
	
	実施者氏名
	
	
	

	
	
	完成検査
	実施年月日
	年　　月　　日
	年　　月　　日
	年　　月　　日

	
	
	
	実施者氏名
	
	
	

	工事（委託・購入）

代金の支払
	第１回　　　　　　円
(　　年　　月　　日)
第２回　　　　　　円
(　　年　　月　　日)
第３回　　　　　　円
(　　年　　月　　日)
第４回　　　　　　円
(　　年　　月　　日)
第５回　　　　　　円
(　　年　　月　　日)
	第１回　　　　　　円
(　　年　　月　　日)
第２回　　　　　　円
(　　年　　月　　日)
第３回　　　　　　円
(　　年　　月　　日)
第４回　　　　　　円
(　　年　　月　　日)
第５回　　　　　　円
(　　年　　月　　日)
	第１回　　　　　　　円
(　　年　　月　　日)
第２回　　　　　　　円
(　　年　　月　　日)
第３回　　　　　　　円
(　　年　　月　　日)
第４回　　　　　　　円
(　　年　　月　　日)
第５回　　　　　　　円
(　　年　　月　　日)


　　注）１　本表は、一般競争入札を行ったもの及び一般競争入札で落札されず随意契約を行ったものに
　　　　　ついて記入すること。
　　　　２　予定価格及び最低価格の算定根拠の分かるものを別途添付すること。
　　　　３　応札状況を別途添付すること。
　　　　４　入札を行い落札されなかったために随意契約となったものについては、業者の選定方法及び契約
　　　　　　金額の算定方法について別途添付すること。
　　　　５　下請負業者の業者名、金額、業務内容を別途添付すること。
（２）指名競争入札
	工　　　事　　　名

（委託業務名・購入物
品名・リース物品名）
	
	
	

	予　定　価　格
（最　低　価　格）
	                　円
（　　　　　　　　円）
	                　円
（　　　　　　　　円）
	                　円
（　　　　　　　　円）

	落　札　価　格
	　　　　　　　　　円
	　　　　　　　　　円
	　　　　　　　　　円

	落　札　業　者　名
	
	
	

	事　　業　　の　　財　　源
	国・県補助金
	                   円
	                   円 
	                   円 

	
	市町村補助金
	                   円
	                   円 
	                   円 

	
	民間助成金
	                   円
	                   円 
	                   円 

	
	福祉医療機構金
	                   円
	                   円 
	                   円 

	
	その他借入れ
	                   円
	                   円 
	                   円 

	
	自　己　資　金
	                   円
	                   円 
	                   円 

	
	
	寄　　附　　金
	                   円
	                   円 
	                   円 

	
	
	本部経理区分等
	                   円
	                   円 
	                   円 

	
	
	そ　　の　　他
	                   円
	                   円 
	                   円 

	入
札

関

係
	事　前　説　明
	年　　月　　日
	年　　月　　日
	年　　月　　日

	
	入　　札　　日
	年　　月　　日
	年　　月　　日
	年　　月　　日

	
	入札参加社数
	　　　　　　　　　社
	　　　　　　　　　　社
	　　　　　　　　　　社

	
	入札立会者氏名
（県の立会を含む）
	
	
	

	
	入 札 の
事前報告・
結果報告
	市
	年　　月　　日
年　　月　　日
	年　　月　　日

年　　月　　日
	年　　月　　日

年　　月　　日

	
	
	理事会
	年　　月　　日
年　　月　　日
	年　　月　　日

年　　月　　日
	年　　月　　日

年　　月　　日

	
	入札結果の開示
	　　有　 ・　 無
（場所　　　　　　　）
	有　 ・　 無 
（場所　　　　　　　）
	有　 ・　 無 
（場所　　　　　　　）


	契　　約　　・　　検　　査
	契 約 年 月 日
	年　　月　　日
	年　　月　　日
	年　　月　　日

	
	下請負の状況
	社
	社
	社

	
	工事着工（業務開始）
	年　　月　　日
	年　　月　　日
	年　　月　　日

	
	工事完成（業務終了）
	年　　月　　日
	年　　月　　日
	年　　月　　日

	
	検査
	中間検査
	実施年月日
	年　　月　　日
	年　　月　　日
	年　　月　　日

	
	
	
	実施者氏名
	
	
	

	
	
	完成検査
	実施年月日
	年　　月　　日
	年　　月　　日
	年　　月　　日

	
	
	
	実施者氏名
	
	
	

	
	県の検査
	中間検査
	実施年月日
	年　　月　　日
	年　　月　　日
	年　　月　　日

	
	
	
	実施者氏名
	
	
	

	
	
	完成検査
	実施年月日
	年　　月　　日
	年　　月　　日
	年　　月　　日

	
	
	
	実施者氏名
	
	
	

	工事（委託・購入）

代金の支払
	第１回　　　　　　円
(　　年　　月　　日)
第２回　　　　　　円
(　　年　　月　　日)
第３回　　　　　　円
(　　年　　月　　日)
第４回　　　　　　円
(　　年　　月　　日)
第５回　　　　　　円
(　　年　　月　　日)
	第１回　　　　　　円
(　　年　　月　　日)
第２回　　　　　　円
(　　年　　月　　日)
第３回　　　　　　円
(　　年　　月　　日)
第４回　　　　　　円
(　　年　　月　　日)
第５回　　　　　　円
(　　年　　月　　日)
	第１回　　　　　　　円
(　　年　　月　　日)
第２回　　　　　　　円
(　　年　　月　　日)
第３回　　　　　　　円
(　　年　　月　　日)
第４回　　　　　　　円
(　　年　　月　　日)
第５回　　　　　　　円
(　　年　　月　　日)


　　注）１　本表は、指名競争入札を行ったもの及び指名競争入札で落札されず随意契約を行ったものに
　　　　　ついて記入すること。
　　　　２　予定価格及び最低価格の算定根拠の分かるものを別途添付すること。
　　　　３　応札状況を別途添付すること。
　　　　４　入札を行い落札されなかったために随意契約となったものについては、業者の選定方法及び契約
　　　　　　金額の算定方法について別途添付すること。
　　　　５　下請負業者の業者名、金額、業務内容を別途添付すること。
（３）随意契約
	名　　　　 称
	
	
	

	工　事　名
	
	
	

	委託業務名
	
	
	

	購入物品名

（自動車等）
	
	
	

	購入不動産名

(土地・建物等)
	
	
	

	リース物品名
	
	
	

	随意契約の理由
	
	
	

	経理規程の根拠条文
	
	
	

	理事会の承認等
	年　　月　　日
	年　　月　　日
	年　　月　　日

	見　積　業　者　数
	社
	社
	社

	見積業者選定基準
	
	
	

	発　注　業　者　名
	
	
	

	契　　　約　　　額
	　　　　　　　　　円
	　　　　　　　　　円
	　　　　　　　　　円

	契　　　約　　　日
	年　　月　　日
	年　　月　　日
	年　　月　　日

	納 品 等 年 月 日
	年　　月　　日
	年　　月　　日
	年　　月　　日

	検 収 等 年 月 日
	年　　月　　日
	年　　月　　日
	年　　月　　日

	支　　　払　　　日
	年　　月　　日
	年　　月　　日
	年　　月　　日

	補　助　金　等
	
	
	


 注）１　本表は、随意契約を行った工事等であって、次に掲げるものについて全て記入すること。
	　　　　　
　　　　　
　　　　　
	 ①　工事又は製造の請負　　　　　
	２５０万円超

	
	 ②　食料品・物品等の買入れ　　　
	１６０万円超

	
	 ③　①、②に掲げるもの以外のもの
	１００万円超


２　「補助金等」欄は、契約に係る補助金等（国・県負担（補助）金、民間助成金、共同募金等を受けている場合に、その補助金名と金額を記入すること。
４　補助簿及び明細表（附属明細書）の整備状況
（１）貸借対照表に対応する書類

	勘定科目
	補　助　簿
	　　　　　　附属明細書
	

	
	区　　分
	整備状況
	規定整備
	区　　分
	整備状況
	規定整備

	現金
	現金出納帳
	有・無
	有・無
	―
	―
	―

	預金
	預金（貯金）出納帳
	有・無
	有・無
	―
	―
	―

	当座預金
	当座預金出納帳
	有・無
	有・無
	―
	―
	―

	小口現金

（限度額　　　万円）
	小口現金出納帳
	有・無
	有・無
	―
	―
	―

	有価証券
	有価証券台帳
	有・無
	有・無
	―
	―
	―

	未収金
	未収金台帳
	有・無
	有・無
	―
	―
	―

	棚卸資産
	棚卸資産受払台帳
	有・無
	有・無
	―
	―
	―

	立替金
	立替払台帳
	有・無
	有・無
	―
	―
	―

	前払金
	前払金台帳
	有・無
	有・無
	―
	―
	―

	貸付金
	貸付金台帳
	有・無
	有・無
	―
	―
	―

	仮払金
	仮払金台帳
	有・無
	有・無
	―
	―
	―

	固定資産
	固定資産管理台帳
	有・無
	有・無
	基本財産及びその他固定資産の明細書
	有・無
	有・無

	リース資産
	リース資産管理台帳
	有・無
	有・無
	―
	―
	―

	差入保証金
	差入保証金台帳
	有・無
	有・無
	―
	―
	―

	長期前払費用
	長期前払費用台帳
	有・無
	有・無
	―
	―
	―

	未払金
	未払金台帳
	有・無
	有・無
	―
	―
	―

	預り金
	預り金台帳
	有・無
	有・無
	―
	―
	―

	前受金
	前受金台帳
	有・無
	有・無
	―
	―
	―

	仮受金
	仮受金台帳
	有・無
	有・無
	―
	―
	―

	引当金
	―
	―
	―
	引当金明細書
	有・無
	有・無

	借入金
	借入金台帳
	有・無
	有・無
	借入金明細書
	有・無
	有・無

	退職給付引当金
	退職給付引当金台帳
	有・無
	有・無
	―
	―
	―

	基本金
	基本金台帳
	有・無
	有・無
	基本金明細書
	有・無
	有・無

	国庫補助金等特別積立金
	―
	―
	―
	国庫補助金等特別積立金明細書
	有・無
	有・無

	その他の積立金、○○積立資産
	―
	―
	―
	積立金・積立資産明細書
	有・無
	有・無

	事業区分間貸付金
	事業区分間、拠点区分間及びサービス区分間長期貸付金（長期借入金）管理台帳、事業区分間、拠点区分間及びサービス区分間短期貸付金（短期借入金）管理台帳
	有・無
	有・無
	事業区分間及び拠点区分間貸付金（借入金）残高明細書
	有・無
	有・無

	事業区分間借入金
	
	有・無
	有・無
	
	
	

	拠点区分間貸付金
	
	有・無
	有・無
	
	
	

	拠点区分間借入金
	
	有・無
	有・無
	
	
	

	サービス区分間貸付金
	
	有・無
	有・無
	サービス区分間貸付金（借入金）残高明細書
	有・無
	有・無

	サービス区分間借入金
	
	有・無
	有・無
	
	
	


（２）事業活動計算書に対応する書類

	勘定科目
	補　助　簿
	　　　　　　附属明細書
	

	
	区分
	整備状況
	規定整備
	区分
	整備状況
	規定整備

	―
	―
	―
	―
	拠点区分事業活動明細書
	有・無
	有・無

	―
	―
	―
	―
	就労支援事業別事業活動明細書
	有・無
	有・無

	―
	―
	―
	―
	就労支援事業別事業活動明細書（多機能型事業所等用）
	有・無
	有・無

	製造原価
	―
	―
	―
	就労支援事業製造原価明細書
	有・無
	有・無

	製造原価
	―
	―
	―
	就労支援事業製造原価明細書（多機能型事業所等用）
	有・無
	有・無

	販管費
	―
	―
	―
	就労支援事業販管費明細書
	有・無
	有・無

	販管費
	―
	―
	―
	就労支援事業販管費明細書（多機能型事業所等用）
	有・無
	有・無

	―
	―
	―
	―
	就労支援事業明細書
	有・無
	有・無

	―
	―


	―
	―
	就労支援事業明細書（多機能型事業所等用）
	有・無
	有・無

	―
	―
	―
	―
	授産事業費用明細書
	有・無
	有・無

	経常経費寄附金収益
	寄附金品台帳
	有・無
	有・無
	寄附金収益明細書
	有・無
	有・無

	施設整備等寄附金収益
	
	
	
	
	
	

	長期運営資金借入金元金償還寄附金収益
	
	
	
	
	
	

	補助金事業収益
	補助金台帳
	有・無
	有・無
	補助金事業等収益明細書
	有・無
	有・無


（３）資金収支計算書に対応する書類

	勘定科目
	補　助　簿
	　　　　　　附属明細書
	

	
	区分
	整備状況
	規定整備
	区分
	整備状況
	規定整備

	事業区分間繰入金収入
	事業区分間、拠点区分間及びサービス区分間繰入金管理台帳
	有・無
	有・無
	事業区分間及び拠点区分間繰入金明細書
	有・無
	有・無

	事業区分間繰入金支出
	
	
	
	
	
	

	拠点区分間繰入金収入
	
	
	
	
	
	

	拠点区分間繰入金支出
	
	
	
	
	
	

	サービス区分間繰入金収入
	―
	―
	―
	サービス区分間繰入金明細書
	有・無
	有・無

	―
	―
	―
	―
	拠点区分資金収支明細書
	有・無
	有・無


注）１　補助簿及び規定の整備の有無について、該当するものに○印を付すこと。

　　２　補助簿及び附属明細書は、法人本部及び各拠点施設で整備している場合に有に○を記入すること。（どちらか一方の場合は無とすること。）
５　金銭の管理状況
	項　　目
	内　　　容

	現金出納帳
	１・確認者（会計責任者・出納職員：氏名　　　　　　　外　　人）
２．残高と帳簿残高の照合
　①毎日の現金出納終了後の照合　（できている・できていない）
　②照合の方法


	
	領　収　書
	１．確認者（会計責任者・出納職員：氏名　　　　　　　外　　人）
２．領収した金銭の現金出納帳への記帳（できている・できていない）

３．領収書の控えと現金出納帳の照合（できている・できていない）

	小口現金出納帳
	１．確認者（会計責任者・出納職員：氏名　　　　　　　外　　人）

２．残高と帳簿残高の照合

　①毎日の現金出納終了後の照合　（できている・できていない）

　②照合の方法



	預金（貯金）出納帳

	１．確認者（会計責任者・出納職員：氏名　　　　　　　外　　人）

２．取引金融機関残高と帳簿残高の照合

　①毎月末日の照合　（できている・できていない）

　②照合の方法



	
	預貯金通帳
	１．確認者（会計責任者・出納職員：氏名　　　　　　　外　　人）
２．入出金後の預金（貯金）出納帳への記帳（できている・できていない）

３．通帳と預金（貯金）出納帳の照合（できている・できていない）

４．預貯金残高調整表（有・無）／預貯金残高調整表の報告（有・無）

	当座預金出納帳
	１．確認者（会計責任者・出納職員：氏名　　　　　　　外　　人）

２．取引金融機関残高と帳簿残高の照合

　①毎月末日の照合　（できている・できていない）

　②照合の方法



	
	小　切　手
	１．確認者（会計責任者・出納職員：氏名　　　　　　　外　　人）
２．振り出した小切手の預金（貯金）出納帳への記帳（できている・できていない）

３．小切手の控えと預金（貯金）出納帳の照合（できている・できていない）
４．当座預貯金残高調整表（有・無）／当座預貯金残高調整表の報告（有・無）


注）１　会計責任者・出納職員は該当する職名に○印を付すこと。
　　２　１のうち確認者が複数いる場合は、人数を記入すること。

　　３　照合の方法は、簡潔に記入すること。
　　４　領収書及び小切手は記帳・照合は該当するものに○印を付すこと。

６　法人の業務及び財務の開示状況　（平成２９年　月　日時点）※監査調書提出日時点の状況
（１）公表の状況
	公表事項
	公表の有無
	公表方法

	定款の内容
	有　・　無
	事務所での閲覧・インターネット・法人の広報誌掲載・その他

	役員報酬等の支給の基準
	有　・　無
	事務所での閲覧・インターネット・法人の広報誌掲載・その他

	計算書類
	有　・　無
	事務所での閲覧・インターネット・法人の広報誌掲載・その他

	役員等名簿
	有　・　無
	事務所での閲覧・インターネット・法人の広報誌掲載・その他

	現況報告書
	有　・　無
	事務所での閲覧・インターネット・法人の広報誌掲載・その他


注）計算書類及び現況報告書について、「社会福祉法人の財務諸表等電子開示システム」を通して所轄庁に届出を行い、行政機関等により当該届出内容の公表が行われている場合は、社会福祉法人がインターネットの利用により公表を行ったものとみなされる。

（２）（１）で「無」の項目がある場合、その理由を下記に記載すること。

（３）（１）で、「無」の項目がある場合、今後の公表予定を下記に記載すること。
公表予定：有　・　無　　　公表時期：　　平成　　年　　月　　　日　頃
（４）（３）で、「有」の場合、今後の公表方法（予定）を下記に記載すること。
□事務所での閲覧　□インターネットでの公表　
□法人の広報誌（紙）掲載　　□新聞掲載　　□その他（　　　）
７　苦情解決の取組状況　（平成２８年度）
（１）苦情解決の取組の有無　　　有　・　 無 　（→「無」の場合はその理由を記入すること。）
	＜苦情解決に取り組まない理由＞


（２）苦情解決責任者　　　　　理事長 ・ 施設長 ・ その他（氏名　　　　　　　　）
（３）苦情受付担当者　　　職氏名（　　　　　　　　　　　　　　　　）
（４）第三者委員
	氏　　　名
	職　　　業
	報酬（円）
	任　　期

	１
	
	
	
	

	２
	
	
	
	

	３
	
	
	
	


（５）苦情の受付けについての利用者への周知
　 　ア　周知しているかどうか　　　周知している ・ 周知していない

　（→「周知していない」の場合はその理由を記入すること。）
	＜周知していない理由＞


８　公益通報者保護の取組状況　（平成２８年度）
（１）公益通報者保護の取組状況　（  取り組んでいない　・ 取り組んでいる　 ）
（→「取り組んでいない」の場合はその理由を記入すること。）
	＜取り組んでいない理由＞


（２）通報窓口の設置の有無　（ 　有  ・ 　無　　設置場所：　　　　　　　　　　）
（３）通報受付担当者　　職氏名（　　　　　　　　　　　　　　　）
（４）事務処理要領(マニュアル）等の作成  　（ 　有  ・ 　無　　　名称：　　　　　　　　　　）
（５）公益通報の仕組み、取組について職員等への周知
　　　周知しているか　（ 周知している ・ 周知していない ）

ア（→「周知していない」理由を記入すること。）

	＜周知していない理由＞


　 　イ　周知方法　

	＜周知方法を具体的に記入＞


（６）公益通報者保護研修の取組状況　（取り組んでいない　・ 取り組んでいる　）

（→「取り組んでいない」の場合はその理由を記入すること。）

	＜取り組んでいない理由＞


取り組んでいる場合
　　ア　外部研修
	実 施 日
	研　修　会　名
	開催者・場所
	対象者
	参加

人数
	日数
	研　修　内　容

	
	
	
	
	
	
	


   イ　内部研修

	実 施 日
	研　修　会　名
	開催者・場所
	対象者
	参加

人数
	日数
	研　修　内　容

	
	
	
	
	
	
	


９　コンプライアンス(法令遵守）の取組状況　（平成２８年度）
（１）コンプライアンス(法令遵守）の取組状況
　　（ 取り組んでいない　・ 取り組んでいる ） 　
（→「取り組んでいない」の場合はその理由を記入すること。）
	＜取り組んでいない理由＞


（２）コンプライアンス(法令遵守）の仕組み、取組について職員等への周知
　　ア　周知しているか　（ 周知している ・ 周知していない ）
　　イ　周知方法

	＜周知方法を具体的に記入＞


（３）コンプライアンス(法令遵守）研修の取組状況
　 　（取り組んでいない　・ 取り組んでいる　）
（→「取り組んでいない」の場合はその理由を記入すること。）
	＜取り組んでいない理由＞


      取り組んでいる場合
　　ア　外部研修
	実 施 日
	研　修　会　名
	開催者・場所
	対象者
	参加

人数
	日数
	研　修　内　容

	
	
	
	
	
	
	


   イ　内部研修
	実 施 日
	研　修　会　名
	開催者・場所
	対象者
	参加

人数
	日数
	研　修　内　容

	
	
	
	
	
	
	


　　注）コンプライアンス(法令遵守）研修については、法人の役職員等の研修、会計担当者の会計事務(処理）の研修等を含む。
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